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３　目標及び

自

実績
指標名 単位 平成2

治

8年度 平成29年度 平

事

成30年度 平成31年

務

度 令和02年度

活
動
指

○

標

市街地再開発事業関

法

係団体のワークショッ

定

プ開催回数
回

目標値 6

受

6 6 6 6

実績値 6 4 7

託

達成度(%) 100%

事

66.7% 116.7

務

% % %

目標値

実績値

達

そ

成度(%)

成
果
指
標

ま

の

ちなか居住人口の比率

他

（本町、城北、広瀬、

政

雄湊、大新、新南、宮

　

％
目標値 8.91 8.

策

96 8.98 9.03

１

9.08

北地区） 実績

中

値 8.89 8.81 8

心

.84

達成度(%) 9

市

9.8% 98.3% 9

街

8.4% % %

まちなか

地

居住人口（本町、城北

の

、広瀬、雄湊、大新、

魅

新南、宮北地区
人

目標

力

値 32332 3233

向

2 32332 3233

上

2 32332

） 実績値

会

32103 31626

計

31550

※現状維持

款

を目指す 達成度(%)

施

99.3% 97.8%

　

97.6% % %

策 １
中心市街地の魅力向上 会計・ 項

事

予算区分 目

取組方針 １
都市機能の充実とまちなか居住の促進 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画 立地適正化計画、社会資本総合整備計画、都市再生整備計画

事業年度 H24 ～ 担当課・担当課長・Tel 都市再生課 尼岡 

業

大芳 435-1048

事業実施の根拠法令 都市再生特別措置法、社交金交付要綱 関連課 交通政策課、管財課、道路政策課、道路建設課、道路管理課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状

チ

態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

　中心市街地における都市機能を充実させ、便利で魅力的なまちを形 ・立地適正化計画に位置付けられる都市機能誘導区域内において、都市構造の再構築を図ることを目的と

成

ェ

することで、まちなか居住を促進するとともに、公民連携による賑 した都市再生整備計画（都市再構築戦略事業）を策定し、公共施設の再編や新たな都市機能の立地などを

わいの創出を図ることにより

事

、まちなかの再生を目

ッ

務

指す。 図り、まちなか

事

の再生を目指す。

・南

業

海和歌山市駅や和歌山

N

城周辺、JR和歌山駅

o

周辺において、公共施

事

設の再生・再構築検討

業

や再開発事業

等の可能

名

性調査を行う。

事
業
内

[

容

平成28年度 平成2

事

9年度 平成30年度 平

ク

業

成31年度 令和02年

基

度

・都市再構築戦略事

本

業の推進 ・都市再構築

情

戦略事業の推進 ・都市

報

再構築戦略事業の推進

]

・都市再構築戦略事業

1

の推進 ・都市再構築戦

5

略事業の推進

・公共施

0

設の再生・再構築検 ・

3

公共施設の再生・再構

シ

1

築検 ・公共施設の再生

ま

・再構築検 ・公共施設

ち

の再生・再構築検

討や

な

再開発事業等の可能性

か

調 討や再開発事業等の

再

可能性調 討や再開発事

生

業等の可能性調 討や再

計

開発事業等の可能性調

画

査 査 査 査

推

ー

進事業

２　事業コスト

事

事

業費等（千円）
平成2

業

8年度 平成29年度 平

区

成30年度 平成31年

分

度 令和02年度

当初予

(

算 決算 当初予算 決算 当

1

初予算 決算 当初予算 決

)

算 計画 決算

事業費 15



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　人口集中地区（ＤＩＤ）の面積が拡大し、その中の人口密度が低下する中で、特に中心市街地における人口の減少が著し

く、このまま人口減少が進むとまちの

４

空洞化が進み、賑わい

　

がますます失われるこ

事

とが懸念される。そん

業

な中、本市におい

ても

の

コンパクトシティの実

評

現を目指しており、ま

価

ずその核となる中心市

評

街地において都市機能

価

を充実させ、便利で魅

基

力的な

担当課評価の根

準

拠
まちを形成すること

[

で、まちなか居住や賑

妥

わいの創出を目指して

当

いく必要があるため。

性

　都市再構築戦略事業

]

の推進には、部局横断

事

的に公共施設再編や新

業

たな都市機能の立地等

の

を検討していく必要が

ニ

あるため、

より一層の

ー

庁内調整と協力体制の

ズ

構築が必要である。

見

は

直し・改善内容

あるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当


